
平成 21 年 12 月 25 日 
郵政改革担当副大臣 大塚耕平 討議用 

改革及び検討のポイント 

 

 

１．拙速かつ杜撰な民営化議論の中で軽視された点の是正 

（１）公益性 

（２）地域性 

 

２．今回の改革議論を進めるうえで配慮すべき「３つの意思」 

（１）国民に対する義務を負う政府としての意思 

（２）独立した事業体としての日本郵政グループとしての意思 

（３）ユーザーであり本質的な株主である国民の意思 

 

３．義務は誰が負っているのかという点に関する選択肢 

（１）政府が負っている義務を法律によって日本郵政グループに課す 

（２）日本郵政グループが本来的に負っている義務を法律で担保する 

 

４．義務の履行に伴うコストを誰が負担するか 

（１）直接政府が負う 

（２）義務に見合う内容の優遇を日本郵政グループに付与する 

（３）日本郵政グループが自発的に負う 

 

５．独立した事業体としての維持可能性の観点から判断すべき論点 

（１）事業内容 

（２）経営形態 

 

６．その他の留意すべき論点 

（１）民業との競争の公平性 

（２）対外関係 

 



郵政改革・検討作業フローチャート 

 
 

与党 政府 日本郵政

 
 

連立与党懇談会 
（10/22） 

政務三役会議・大臣指示（12/4） 

郵政株式処分凍結法案成立（12/4） 

郵政改革推進室発足（10/27） 

「郵政改革の基本方針」閣議決定（10/20）

持株会社取締役会

（10/28） 
 
 

政策会議① 
（10/28） 局会社（11/18） 

郵便事業会社（11/20） 
ゆうちょ銀行（11/20） 
持株会社（11/25） 
かんぽ生命（11/26） 

 
 
 

 
 
 
 

地域貢献業務 
有識者会議 
全国 13 地域 

（11/27～12/18）
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公開ヒアリング

①（12/11）

政務三役会議

（12/22） 

社民党要望書 
（12/18） 

国民新党要望書 
（12/15） 

政策会議② 
（12/25） 

 

事務局検討 

WT 随時検討 

公開ヒアリング

②（12/25）
事務局検討 

WT 随時検討 

地方公聴会①
高知（12/20）
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連立与党 
検討プロセス 

事業展開

WT 
問題検証

WT 

事務局検討・調整 

経営形態

WT 

改革方針（原案） 

改革方針（素案） 

地方公聴会④
新潟（1/20）

地方公聴会③
愛知（1/15）

地方公聴会②
京都（1/14）

 
 
 

政策会議③ 
（予定） 

 
 
 
 
 

連立与党 
検討プロセス 

意見聴取等 
事務局 

検討・調整 
 
 
 

政策会議④ 
（予定） 

改革方針（政府案）閣議決定 


